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提言の趣旨と全体像

(1) 新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を契機に、わが国がサステイナブルな資本主
義の確立に向けてDXやGXを加速する中、教育も大きく変わる必要。

(2) 少子化が著しいわが国において、改めて人材の重要性に注目し、人への投資を加速。
初等中等から高等教育、さらには社会人を対象としたリカレント教育も含め、
産学官が連携して教育改革を進める必要。

(3) とりわけ大学は、社会の中核で活躍する人材を輩出する教育機関として、Society 5.0
for SDGsに対応し、地域や日本、世界に貢献するため、教育改革を急ぐ必要。

Ⅰ．Society 5.0において大学に求められる役割

Ⅱ．経済界が求める人材像と採用動向

Ⅲ．新しい時代への対応に向けて経済界が期待する大学教育改革

Ⅳ．新しい時代に対応した大学教育の実現に必要な規制・制度改革

１．教育面 ２．研究面 ３．社会貢献面

＜提言「新しい時代に対応した大学教育改革の推進」の全体像 ＞

教育内容の不断の見直し 大学教育における質保証の強化 「仕事と学びの好循環」の実現

今後重視すべき教育内容（７分野） ハイブリッド型教育の実現 産学官連携による人材育成

大学設置基準の見直し ガバナンス改革

格差是正に向けて

外部資金の獲得拡大
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Ⅰ. Society 5.0において大学に求められる役割

教育

研究

社会貢献
２．求められる大学のあり方

Society 5.0を牽引する人材や社会
の中核で活躍する人材の育成・輩出
社会的課題の解決に資するイノベー
ションの創出

「社会に開かれた知の集積」として、教
育・研究を通じて、社会の発展に寄与

役割

20年間で、18歳人口が３割弱減少
⇔ 大学入学定員数は約２割増加

(私大の４割超が定員割れ）

知識や技能等の習得に留まらない、新しい
時代のニーズに対応した教育の実現
人材・資金・環境面で、研究力強化に向け
た施策の速やかな実施。若手・女性研究者
の処遇改善
多様なステークホルダーとの交流・対話・連携
を通じ、課題の的確な把握や、価値創造社会へ
の変革に積極的に貢献

改革の方向性

教育の質の担保が課題

１．大学に求められる３つの役割と改革の方向性

各大学は生き残りをかけて、自らの機能や特徴、強みを活かした差別化戦略や
独自性、ブランド戦略を強化すべき。 ⇐「３つのポリシー」の確立・実践

大学進学率の向上（53.3％、20年間で1.5倍）

ディプロマ・ポリシー
(卒業認定・学位授与の方針）

カリキュラム・ポリシー
(教育課程編成・実施の方針）

アドミッション・ポリシー
(入学者受入の方針）

【国・地方公共団体】
社会課題の解決に向けた

産学官連携・協働の主導・推進

【経済界】
経済・社会の発展に貢献できる大学との

連携・協働・共創の推進

「地域における知の中核拠点」の機能強化
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１．Society 5.0において企業が求める能力・資質

(1) Society 5.0人材には、リテラシー（数理的推論、データ分析力など）、論理的思考力と規範的判断
力、課題発見・解決能力、未来社会を構想・設計する力、高度専門職に必要な知識・能力が求められる。
〔産学協議会における産学間合意〕

(2) 経団連アンケートによると、企業は多種多様な人材を求めつつ、特に期待する資質として、回答企業の約
８割が「主体性」 「チームワーク・リーダーシップ・協調性」、４割近い企業が「学び続ける力」を選択。
特に期待する能力としては、「課題設定・解決能力」 「論理的思考力」 「創造力」が上位。

84 .0%

76 .9%

48 .1%

36 .2%

18 .4%

10 .9%

10 .4%

8 .2%

4 .5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主体性

チームワーク・

リーダーシップ・協調性

実行力

学び続ける力

柔軟性

倫理観

精神力・忍耐力

社会性

その他

(n=376)

80 .1%

72 .1%

42 .6%

35 .9%

35 .1%

13 .8%

8 .8%

4 .5%

2 .7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

課題設定・解決能力

論理的思考力

創造力

傾聴力

発信力

情報活用能力・

データ分析力

異文化理解力

外国語能力

その他

(n=376)

（産学協議会での合意事項）

【採用と大学教育の未来に関する産学協議会「中間とりまとめと共同提言」
（2019年４月22日）、経団連「Society 5.0 –ともに創造する未来 – 」
（2018年11月13日）を基に経団連事務局にて作成】

注：３つまで回答可
【出典：経団連「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」(2022年１月18日)】

課題発見・解決力 未来社会の構想・設計力

高度専門職に必要な知識と能力

論理的思考力と規範的判断力
リベラルアーツ教育を通じて涵養

相互に
関連

リテラシー
数理的推論・データ分析力、論理的文章表現力、外国語コミュニケーション力、ITスキル、
プログラミング的思考、情報選択力・情報リテラシー、技術活用に関する倫理観 など

資質
リーダーシップ、失敗を恐れず果敢に挑戦する姿勢、自己肯定感、忍耐力、

他者と協働する力、新しいことを学び続ける力、変化を楽しむ力など

基礎学力
読み書き能力（読解力を含む）、計算・計数能力、基礎的な英語力 など

Ⅱ. 経済界が求める人材像と採用動向

＜Society 5.0で求められる能力と資質＞ ＜特に期待する資質＞ ＜特に期待する能力＞



4

90.5%

32.7%

41.1%

3.8%

78.7%

55.2%

51.9%

18.8%

92.7%

50.0%

26.8%

91.4%

54.0%

43.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これまで実施新卒者 (n=370)

今後５年程度先実施新卒者 (n=362)

これまで実施既卒者 (n=354)

今後５年程度先実施既卒者 (n=350)

新卒者 既卒者

新卒一括採用

通年採用

職種別・コース別採用

ジョブ型採用

100%   80% 60%   40%    20%    0%

２．今後５年程度先を見通した採用動向

(1) 経団連アンケートによると、企業は、概して、既卒者の採用を増やす傾向。
(2) 企業は、即戦力となる人材や外国人など多様な個性・才能を持った優秀な人材を確保するため、新卒一
括採用に加え、新卒者・既卒者を問わず、通年採用(新卒55％、既卒91％）、職種別・コース別採用(新卒52％、

既卒54％）、ジョブ型採用(新卒19％、既卒44%）など、採用の多様化・複線化を進めていく傾向。
(3) 専門人材の採用・育成動向に関し、「数理・データサイエンス・ＡＩ」 「システムエンジニアリング、プログ
ラミング」 「法律・知的財産」の分野では、即戦力の外部採用で必要な人材を確保する傾向が強い。

【出典：経団連「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」
(2022年１月18日)】

（複数回答可）

【出典：経団連「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」
(2022年１月18日)】

Ⅱ．経済界が求める人材像と採用動向

＜新卒者と既卒者の採用割合＞ ＜新卒者・既卒者の採用方法の動向＞

5.3%

23.7%

17.8%

19.9%

9.0%

8.2%

4.8%

2.9%

3.5%

1.3%

1.9%

1.6%

1.6%

8.4%

10.3%

15.6%

11.1%

10.8%

4.2%

3.2%

2.4%

1.1%

1.3%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40%

今後５年程度先のトレンド

(n=379)
過去３年程度のトレンド

(n=376) 新卒者：既卒者
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Ⅲ．新しい時代への対応に向けて経済界が期待する大学教育改革

(1) 大学は、内外の環境変化に対する感応度を高め、教育内容等を不断に見直していく必要。
(2) 変化の激しい人生100年時代にあって、大学には、高等学校を卒業した若者の教育のみならず、

社会人の学び直しの場としての役割も期待され、産学官によるリカレント教育プログラムの拡充が課題。
「仕事と学びの好循環」を実現していくことで、人々のwell-beingが達成されるとともに、
わが国経済・社会の持続的な成長も実現。

１．基本的な考え方 （１）Society 5.0に向けた大学教育の方向性

Society 5.0 for SDGs課題解決による価値創造 地方創生DX

新しい時代に対応する教育

新しい時代に対応する働き方・雇用制度

素質

基礎学力

リテラシー

論理的思考力と規範的判断力

未来社会の
構想・設計力

課題発見
・解決力

高度専門職に必要な
知識と能力

＜Society 5.0に求められる能力・資質＞

産業構造・ビジネスモデルの転換を
リードする働き方・人材育成【A】

主体性・自主性
の推進

キャリアアップ・キャリアチェンジ
に資する人材育成

日本型雇用システムの見直し

多様な採用
(採用時期、専門人材
・ジョブ型雇用人材)

副業・兼業
の促進

場所と時間に
とらわれない

働き方

ダイバーシティ
の推進

起業家精神
の育成

教
育D

X

で
個
別
最
適
な
学
び
を
実
現

産学連携による
リカレント教育

初等中等教育

高等教育

育成

イノベーション促進とエンゲージメント向上

GX

産
学
連
携
に
よ
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
へ
の
支
援
／
公
教
育
・
大
学
の
改
革
等

労
働
時
間
法
制
等
の
見
直
し
／
働
き
手
の
主
体
的
な
学
び
へ
の
支
援
／

職
業
訓
練
の
充
実
／
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
の
強
化
／
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
整
備
等

円滑な労働移動の促進【B】
企業内における
成長事業の
育成・推進

採用方法の
多様化

副業・兼業
の促進

自律的な
キャリア
形成の
支援

ジョブ型
雇用の
活用

リスキリング・
リカレント教育

地方企業

大企業・
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業

中小企業・
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

中央省庁 地方
公共団体

その他組織
・個人

政
府
等

政
府
等

人材マッチング

リベラル
アーツ教育
を通じて
涵養

＜仕事と学びの好循環［概念整理図］＞
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１．基本的な考え方 （２）大学教育の質保証の強化

(1)「３つのポリシー」に基づき、入学から卒業までの一貫した「教学マネジメント」を確立する必要。
とりわけ、「ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与方針）」により「出口における質保証」の強化が重要。
①ディプロマ・ポリシーに基づき、学生が卒業時までに身につけるべき資質・能力を明確化、卒業要件を厳格化
②カリキュラム・ポリシーに基づき、卒業に必要な資質・能力を身につけるまでの道筋を明確化
③アドミッション・ポリシーに基づき、入学者選抜の実施（数学・情報を含む学科試験、記述式試験等の実施）

(2) 大学教育の質保証を評価する等の観点から、学修成果の可視化・公表も不可欠。

【中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針 概要」（2020年1月22日）を基に経団連事務局にて加工】

＜ 教学マネジメントの概要 ＞

Ⅲ．新しい時代への対応に向けて経済界が期待する大学教育改革

学長のリーダーシップの下、学位プログラム毎に、以下のような教学マネジメントを確立することが求められる

「３つのポリシー」
「卒業認定・学位授与の方針」（DP)、「教育課程編成・実施の方針」（CP)、 「入学者受入れの方針」（AP)
教学マネジメントの確立に当たって最も重要なものであり、学修者本位の教育の質の向上を図るための出発点

１.「３つのポリシー」を通じた学修目標の具体化
 学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保

証として機能するよう、DPを具体的かつ明確に設定

２.授業科目・教育課程の編成・実施
 シラバス、カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、

ナンバリング、キャップ制、週複数回授業、アクティブ・
ラーニング、主専攻・副専攻

３.学修成果・教育成果の把握・可視化
 ルーブリック、GPA、学修ポートフォリオ

５.情報公表

積極的な
説明責任

「大学全体」
レベル

「授業科目」
レベル

「学位プログラム」
レベル

１～５の取組みを、大学全体、学位プログラム、授業科目のそれぞれのレベルで実施しつつ、全体として整合性を確保

学位プログラム共通
の考え方や尺度（ア
セスメントプラン）
に則り、大学教育の
成果を点検・評価

社会からの信頼と支援

４
．
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

を
支
え
る
基
盤

（FD

・SD

教
学IR

）
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２．新しい時代に対応した教育、産学連携の推進

(1) それぞれのメリットを活かし、オンラインと対面を効果的に組み合わせたハイブリッド型教育を実現。
(2) 経済界、国・地方公共団体、他の教育機関、地域社会など、多様な主体との連携を強化し、

新しい時代に求められる人材や、地域活性化に資する人材の育成に取り組むことが必要。
①とりわけ、課題解決型教育やキャリア教育、起業家教育、リカレント教育では、産学連携が重要。
企業人が大学教員として活躍できる環境整備（クロスアポイントメント制度の活用拡大、副業・兼業等）。
②地域の大学は、地域の経済界や地方公共団体等との間で、地域の将来ビジョンや地域を支える人材像を
共有。地域の課題解決に向けた教育プログラムを構築・実践。
③複数の大学がコンソーシアムや大学等連携推進法人を組成し、共同プログラムや単位互換を実施

対面授業等
①教員・学生間のインタラ

クティブな指導や、学生
同士のコミュニケーショ
ンを通じて、人格形成や
学び合いを促進

②医歯薬理工系等の実習・
実験授業は対面でしか実
施できない

オンライン授業
①動画を繰り返し視聴する

ことで習熟度が高まる
②社会人や病気等でキャン

パスに来るのが困難な学
生も学修しやすい

③海外大学との連携授業等
により、グローバル教育
を推進できる

オンラインと対面を効果的に組み合わせ
たハイブリッド型教育の推進

他大学

大学

地方公共団体、
地域社会

経済界、
地元企業

共同プログラムの構築・実践

地域連携活動の支援
実践的な教育
プログラムの構
築・実践

＜ハイブリッド型教育の推進＞ ＜産学官連携等による人材育成＞

Ⅲ．新しい時代への対応に向けて経済界が期待する大学教育改革
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３．今後、重視すべき教育内容

グローバル化に対応した大学教育、
海外留学、海外大学との教育連携

これらの教育と専門教育とをバラ
ンスよく学修（教育の両輪）

人文科学・社会科学・自然科学を
幅広く学修する教育プログラム、
メジャー・マイナー、ダブル・メ
ジャー、学部、研究科等の組織の
枠を越えた学位プログラム等

ＰＢＬ等の課題解決型教育リテラシーとしての数理・
データサイエンス・AI教育

文理融合教育・STEAM教育・
リベラルアーツ教育

リテラシーレベルの数理・
データサイエンス・AI教育プ
ログラムを必修科目として位
置付け

幅広い大学で「情報Ⅰ」を入
試科目に追加

 PBLに関するノウハウを関係教
員間で共有。教員研修を実施

大学と企業等を結ぶコーディ
ネート人材の育成・配置、実務
家教員の登用を促進

 大学自体のグローバル化、海外
大学との教育研究ネットワーク
構築を推進

 双方向の留学生交流を一層推進
 オンラインと実留学を組み合わ

せた多様な留学機会の提供、奨
学金充実など留学支援を強化

 コロナが収束した段階で外国人
留学生の入国制限を緩和

 英語で履修できるカリキュラム
拡大や学生の英語力の向上、外
国人留学生へのキャリアサポー
ト等により魅力ある留学先に

 秋季入学・卒業の導入など学事
暦改革の推進

Ⅲ．新しい時代への対応に向けて経済界が期待する大学教育改革

キャリア教育等

「産学協働で取り組む学生の
キャリア形成支援」(※）を推進
※産学協議会４類型

 地域企業と学生をつなぐイン
ターンシップの機会を提供

起業家教育

政府は起業家人材のプラット
フォームを構築。幅広い大学で起
業経験者がゲスト講師として登壇

各大学は、リカレント教育として、
社会人に起業を促すプログラムを
開発・普及

リカレント教育
 各大学は、経済界のニーズを踏まえつつ、リカレント教育プログラ

ムを充実。オンラインの活用により、時間と場所に縛られない多様
な履修形態を可能とすることが肝要

 企業は、受講する社員の経済的支援や休業・休暇制度の導入を検討
 産学連携によりリカレント教育プログラムを共同開発・実施する大

学や、質の保証されたリカレント教育プログラムを実施する大学等
に対し、国は財政面や教員確保等の支援など、環境整備を図るべき
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 学修時間に紐づけられた単位のあり方を見直し、
学修成果や定量的・客観的測定方法に基づいた単
位認定にあらためるべき

 卒業要件にかかわるオンライン授業による修得単
位数の上限（60単位）を撤廃すべき

 リカレント教育の充実に向けて、大学設置基準に
「リカレント教育」を明記すべき 等

教育課程

定員管理

国際連携学科

校地・校舎等の施設および設備

 入学定員から収容定員へ、学部単位から大学単位
へ、単年度単位から複数年度の平均値へと見直す
べき

 物理的空間への量的評価から、オンライン授業を
行えるデジタル機能など、時代のニーズに合致し
た質的評価へと全面的に改訂すべき

 リカレント教育の授業の場所について、施設・設
備などの外形的基準を大幅に緩和・撤廃すべき 等

「ジョイント・ディグリー・プログラム」を
開設する国際連携学科の設置拡大

 学位の種類や分野の変更を伴わない場合、設置認
可の対象とせず、届出制とすべき

 国際連携学科の定員規制を見直すべき 等

Ⅳ．新しい時代に対応した大学教育の実現に必要な規制・制度改革
１．大学設置基準の見直し

(1)大学をめぐる内外の環境変化や、今後の大学教育の方向性を踏まえると、現在の大学設置基準を新たな
時代に対応したものとすべく、抜本的に見直す必要。当面は、下記基準の見直しが必要。

(2) 800もの全大学に一律の基準を適用する大学設置基準は、教育内容・手法や教育環境における創意工
夫を縛り、かえって教育の質向上の阻害要因となる可能性。認証評価機関から長年高い評価を受けてい
るなど一定の大学には、大学設置基準の適用や認証評価を一部緩和すべき。
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 大学は、様々なステークホルダーとの積極的な交流・対話を通じて信頼関係を深めつつ、機動的・戦略的
に経営を行える「経営体」に進化すべき。

 企業・個人からの寄附金の募集や大学債発行など
多様な資金調達手段による外部資金の獲得

 URA（リサーチ・アドミニストレータ）や
コーディネート人材の発掘・育成

 多様なステークホルダーとの対話・連携のため
大学版「統合レポート」の作成・公表

⇒ 政府・大学・経済界等による会議体を設置し、
大学における情報公開のあり方について検討すべき

外部資金の獲得拡大適切なガバナンス

＜大学版「統合レポート」での開示が期待される情報（例）＞

Ⅳ．新しい時代に対応した大学教育の実現に必要な規制・制度改革
２．機動的かつ戦略的経営を行うためのガバナンス改革

 多様な背景を持つ学外者のガバナンス体制への参画
 学長選考会議の機能強化や、大学の内外から広く学

長候補者を求める仕組みの構築
 学校法人における理事会、評議員会、監事それぞれ

の機能の明確化、監事と理事・評議員の兼任の禁止、
理事・評議員の役割に基づく兼任のあり方の見直し

 学長等の在任年数について、上限の目安を設定

分 野 開示が期待される情報（例） 

総合  ３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー） 

 ガバナンス体制 

 財務情報 

教育面  教育面での特色、強み 

 提供する教育プログラムの内容、それにより育成が期待できる能力やスキル 

 大学で学修した人材のその後の活躍ぶり 

 公開可能なオンライン授業の動画の URL 

研究面  大学が有する研究シーズ 

 研究シーズが持つ価値、今後における価値創出の可能性 

 外国政府等からの寄附金・研究資金等の受入れ状況 

社会貢献

面 

 大学発ベンチャーの創出・活動状況 

 キャンパスの提供等により地域住民が生み出している価値 

 大学自体のカーボンニュートラルへの貢献 

 人権や多様性の尊重・配慮に向けた取組み 
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おわりに : 格差是正に向けて

(1) サステイナブルで、多様性に富んだ社会を実現するためには、意欲と能力があれば、家庭の経済状況に
かかわらず、誰もが質の高い大学教育を享受できる環境を整備することも重要。

(2) 給付型奨学金と授業料減免を同時に行う高等教育修学支援新制度は、SDGsの理念である「誰ひと
り取り残さない」を実践しながら、目標４「質の高い教育をみんなに」の達成にも資することから、有意義。
対象となる世帯所得の上限緩和等により、拡充すべき。

(3) 大学で学ぼうとする意欲と能力のある人々への修学支援のあり方について、総合的な検討が必要。
(4) 産学官が協働・連携してSociety 5.0人材の育成にあたり、わが国の成長の土台をつくるために、経済

界は大学の競争力強化に向けた改革に協力していく。

＜日本の高等教育修学支援新制度と無利子奨学金制度＞

注：国公立・自宅外の場合
【出典：財務省「文教・科学技術」（財政制度等審議会財政制度分科会歳出改革部会2021年11月1日資料)】

高等教育修学支援新制度 無利子奨学金

親の収入 ～380万円程度 ～800万円程度

利用可能額
授業料減免 54万円

給付型奨学金 80万円
学資（授業料含む）24～61万円

返還額 なし
定額（月0.6～1.4万円）

又は 所得の９％（最低2,000円）
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